
総合評価落札方式（地域防災力活用型）落札者決定基準 

令和７年（２０２５年）１１月１７日公告の駅前広場等整備工事（週休２日）における総合評

価落札方式の落札者決定については、次のとおりとする。 
 

１ 評価対象工事 
国、地方公共団体、あいち電子調達共同システム（CALS/EC）に参加の団体から元請として受注し、公告日の過   

去５年度（公告年度除く。）に完成及び引渡しが完了した１件当たり最終契約金額が９０，０００，０００円

（税込）以上の土木一式工事。なお、共同企業体の構成員としての実績は、別紙１の表のとおりとする。 
２ 評価値の算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事後審査提出書類の注意事項及び作成方法 

  

 

 

 

 

 

 
 

 

 

４ 価格以外の評価項目 

Ａ企業の技術力（配点１５．０点） ／事後審査書類：Ａ企業の技術力調書 

評価項目 評価基準 配点 

 

評価対象工事の施工経験  
過去５年度に、国、地方公共団体又はあいち電子調達共同システムに参加し

ている団体から元請として１に記載する評価対象工事を受注し、完成及び引渡
しが完了した件数を評価する。 

３件以上  ３点 

２件  ２点 

１件  １点 

０件   ０点 

 

東海市発注工事の工事成績 
過去３年度に、東海市から元請として受注し、完成及び引渡しが完了した最

終契約金額５００万円（税込）以上の工事成績評定点の各年度最上位成績の平
均点を評価する。なお、実績のない年度の工事成績評定点は６５点とする。 

８０点以上 ３点 

７９～６６点 
(左記－６５）

×０．２点 

６５点以下   ０点 

 

優良工事表彰の有無 

過去１０年度に、完成及び引渡しが完了したもの（工種及び金額は不問）で、

工事成績に係る国、地方公共団体又はあいち電子調達共同システムに参加して

いる団体からの公告日時点での企業表彰を対象とし、評価する。 

３件以上 ３点 

２件    ２点 

１件    １点 

  ０件    ０点 

  

東海市以外の行政機関等の工事の施工経験  

過去３年度に、東海市以外の国、地方公共団体又はあいち電子調達共同シス

テムに参加している団体から元請として受注し、完成及び引渡しが完了した最

終契約金額５００万円（税込）以上の工事（工種不問）の施工件数を評価す

る。 

３件以上 ３点 

２件 ２点 

１件 １点 

  ０件 ０点 

 

郡内在住の若年者雇用 
公告年度の４月１日現在に郡内在住の次の２９歳以下の者の雇用を評価す

る。➀から➂までのうち、該当するものをいずれか一つ申告できる。 
※郡内とは、東海市、知多市、大府市、常滑市及び半田市並びに知多郡の町を
いう。 
※技術者とは、主任技術者となりうる資格を持つ者とする（施工業種不問）。 
※雇用年数（公告日前日までの資格取得年月日からの経過年数） 
➀雇用年数が３年以上経過した者で技術者を２人以上 

➀に該当 ３点 

➁に該当 ２点 

➂に該当 １点 

 評価値の算出方法 

 評価値＝（１－入札価格／予定価格）×１００＋価格以外の評価点（小数第３位以下四捨五入） 
入札価格及び予定価格は、消費税及び地方消費税を含まない。 
 

 価格以外の評価点の算出方法 
  価格以外の評価点は３０点満点とし、入札者が提出した技術資料（事後審査提出資料を含む。）につい
て、４価格以外の評価項目の評価基準に基づき算出した評価点の合計とする。 

  各項目は、定めがあるものを除き、公告日において有効であることを要する。 

 技術資料の審査の結果、入札参加者の申告した評価点が審査した評価点より過大となる評価項目がある場
合は、その評価項目の評価点は修正する。ただし、申告した評価点が審査した評価点より過小となる評価項
目がある場合は、その評価項目の評価点の修正は行わない。 

事後審査提出書類の注意事項 

提出書類は、各様式記載の注意事項に従い作成し、必要な添付書類と共に提出すること。添付書類には鮮

明な写しを提出すること。調書及び添付書類の未提出や工事名、会社名等記載の不備がある場合は、申告点

を認めないので注意すること。 

 事後審査提出書類の作成方法 
・１枚目に「総合評価落札方式の事後審査書類の提出」を鑑とし、２枚目以降にＡからＣまでの調書を順に添
付する。各調書の内容の根拠となる添付資料は、各調書のすぐ後ろに添付すること。 

・添付書類の省略は認めない（例：入札参加資格確認書類並びに総合評価落札方式事後審査書類のＡ企業の技
術力調書及びＢ配置予定技術者の能力調書で、申告工事が重複した場合でも、各々の書類にコリンズ登録デ
ータを添付すること。）。 

・書類は、Ａ４の紙ファイルで綴り、各調書の右端にインデックス（書類名を記載）をつけ、全体的に見やす
いように配慮すること。提出部数は１部とする。 



➁雇用年数が３年以上経過した者で技術者を１人 
➂雇用年数が３年以上経過した者を２人以上 

該当なし ０点 

Ｂ配置予定主任(監理)技術者の能力(配点５．０点) ／事後審査書類：Ｂ配置予定主任(監理)技術者の能力調書 

評価項目 評価基準 配点 

 

評価対象工事に従事した経験 
過去５年度に、国、地方公共団体又はあいち電子調達共同システムに参加し

ている団体から元請として１に記載する評価対象工事に監理技術者、監理技術
者補佐（専任で従事）、主任技術者又は現場代理人として従事し、完成及び引
渡しが完了した経験を評価する。 

経験有 ２点 

経験無 ０点 

 

東海市発注工事の工事成績 
過去３年度に、東海市から元請として受注し、完成及び引渡しが完了した最

終契約金額５００万円（税込）以上の工事成績評定点の各年度最上位成績の平
均点を評価する。なお、実績のない年度の工事成績評定点は６５点とする。 

 ８０点以上 ３点 

７９～６６点 (左記－６５）

×０．２点 

６５点以下 ０点 

Ｃ地域精通度・地域貢献度(配点１０．０点)  ／事後審査書類：Ｃ地域精通度・地域貢献度調書 

評価項目 評価基準 配点 

 
地域内での拠点 

令和６・７年度東海市入札参加資格審査申請要領（建設工事）に登録した住
所により評価する。 

申請者（建設業法上
の主たる営業所）の

住所が東海市内 

２点 

契約を締結する営業
所の住所が東海市内 １点 

上記以外 ０点 

 

企業の福祉等に関する取組実績 

次の該当数に応じて評価する。 

①前年度のアダプトプログラムによる東海市内での地域環境美化活動 
②公告日前年１月１日から同年１２月３１日までの愛知県安全なまちづくり・
交通安全パートナーシップ企業による東海市内の活動実績 

③前年度に国、地方公共団体又はあいち電子調達共同システムに参加している
団体から元請として行った工事の週休２日工事の取組実績 

④女性の活躍促進宣言受理証明書に記載の受理日が、技術資料を提出する日の
前日まで実績 

⑤愛知県ファミリーフレンドリー企業の登録日が、技術資料を提出する日の前
日までの実績 

⑥公告日の前日までに若者雇用促進法に基づくユースエール又は愛知県休み方
改革マイスター企業の認定を受けた実績 

⑦協力雇用主に登録のある事業者が、保護観察対象者等を公告日前２年以内に
３ヵ月以上同一人物を継続雇用した実績 

７項目該当 ３.５点 

６項目該当 ３点 

５項目該当 ２．５点 

４項目該当 ２点 

３項目該当 １．５点 

２項目該当 １点 

１項目該当 ０．５点 

該当なし ０点 

 

休日・夜間等における東海市依頼の緊急対応 
前年度の東海市役所の業務時間外に発注課からの緊急発注の対応を評価す

る。 
※緊急対応の定義は、発注課の判断とする。ただし、災害時の本復旧は除く。 
※緊急対応による費用発生の有無及び当番制の有無は問わない。 

３件以上 ２点 

２件 １．５点 

１件 １点 

０件 ０点 

 

建設機械の保有及び稼働可能状況 
次の➀及び➁を満たした場合に令和６・７年度東海市入札参加資格審査申請

要領（建設工事）により登録した住所により評価する。 
➀ダンプ、クレーン付トラック又はバックホウの所有 
➁当該機械を操作する資格を有する東海市又は近隣市町（知多市、大府市、東
浦町、名古屋市緑区又は南区に限る。）在住者の雇用 

契約を締結する営業
所の住所が東海市 

１点 

契約を締結する営業

所の住所が郡内 
０．５点 

該当なし ０点 

 
消防団在籍の有無 
本件公告年度の４月１日現在に消防団に在籍している者を雇用していること

を評価する。 

 東海市内の
消防団に在籍 

０．５点 

東海市外の 
消防団に在籍 

０．２５点 

該当なし ０点 

 

災害協定・雪氷対策の締結の有無及び活動実績 
東海市との災害協定の有無及び前年度の  を除く活動実績を評価する。 

※協定は東海市防災活動協力事業者協会員、東海市雪氷対策委託契約を含む。 
※災害協定に基づく活動実績、雪氷対策の実施を評価する。 

協定等及び活動
実績あり １点 

協定等あり ０．５点 

 


